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毎月勤労統計調査の公表方法等の改善に関する対応（案）

資料２



公表方法等の改善
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統計ユーザーに誤解を与えず利便性を高める観点から、どのような改善が考えられるか。

※ 公表方法等に関する課題のうち現体制で改善可能なものについては、令和９年１月分調査公表時を目途として作業を進める。

・就業形態計という属性の労働者は存在しない。
・一般労働者、パート労働者の賃金の伸び率より
も、就業形態計の伸び率が小さい。

・一般労働者の労働者数はプラス、パート労働者
の労働者数はマイナスとなっているが、パート
タイム労働者比率はプラスとなっている。

公表方法（プレスリリース・概況等）の課題の例 推計方法の課題の例



公表方法等に関する各種指摘及び対応案①
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指摘内容 対応案

• 労働者が直面する賃金・労働時間は、就業形態計でみる
よりも、一般・パート別にみた方が実感に近いのではな
いか。

• 就業形態計でみた賃金・労働時間の増減率は、パートタ
イム労働者比率の影響を受けるため、一般・パート別に
みた方が安定する。

• 賃金・労働時間について、これまで就業形態計の実数、指数及
び増減率をヘッドラインとして扱ってきたが、今後は、一般労
働者、パートタイム労働者の実数、指数及び増減率がヘッドラ
インとなるよう、プレスリリース・概況の記載内容を見直して
はどうか。

• ただし、実質賃金は、デフレーターである物価指数が平均的な
消費構造をもつ世帯を対象としているため、これまでどおりの
扱いとしてはどうか。

• 労働者全体の賃金は本系列、景気指標としての賃金変化
率は共通事業所を重視していくことが適切。

• プレスリリース・概況における共通事業所系列の取扱いを拡充
してはどうか。

公表方法（プレスリリース・概況）に関する指摘と対応案

詳細は３頁を参照



新たなプレスリリースのイメージ
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現在のプレスリリース 見直し案（イメージ）



公表方法等に関する各種指摘及び対応案②
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指摘内容 対応案

• 不適切事案以降、同一項目でも複数の時系列
データ（※１）が乱立しており、どの系列をどの
ように利用すれば良いのか一般利用者に分かり
にくい。

• 主として利用される本系列、共通事業所系列が見つけ
られやすくなるよう、e-Statの内容を簡素化してはど
うか。

• 「実数・指数累積データ」には四半期や年度などの数値
がない。また、基準値（指数が100の場合に対応する実
数）の場所が分かりにくい。

• 「実数・指数累積データ」に四半期・年度などの数値を含めて
はどうか。併せて、「実数・指数累積データ」の利活用促進の
ため、利用方法を分かりやすく記載したチートシート（早見
表）を作成・掲載することとしてはどうか。

• なお、この対応により、e-Stat掲載の「長期時系列表」の内容
は全て網羅される。事務簡素化の観点から「長期時系列表」は
廃止してはどうか。

• 基準値は、指数原表に記載があるのみ。別途、指数の基準値表
を作成・掲載することとしてはどうか。

（※１）通常使用される本系列、共通事業所系列の他に、「給付のための推計値（2004年1月～2013年3月）」、「時系列比較のための推計値（2004年1月～
2012年1月）」、「（参考）令和3年12月以前に公表した結果等」、「500人以上規模抽出調査系列（抽出調査系列系列）」、「従来の公表値」などが
掲載されている。

公表方法（e-Statにおける公表系列）に関する指摘と対応案

詳細は５頁を参照



新たなe -St a tにおける公表系列のイメージ
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現在の e - S t a t公表系列 見直し後の e - S t a t公表系列（イメージ）

※ 詳細なフォルダ構成等は今後検討する。

■毎月勤労統計調査について

■最新の概況

■最新の結果表

■実数原表・実数推計等

■（参考）共通事業所データ

■夏季賞与

■年末賞与

■年報

■（参考）令和３年12月以前に公表した結果等

■令和６年の賃金・労働時間等の前年比の算定等に用いる参考値

　時系列比較のための推計値（2004年１月～2012年１月）

　給与階級別事業所数

　給付のための推計値（2004年１月～2013年３月）

　実数原表（2012年１月～）

■長期時系列表

　毎勤原表の見方

　月次・年次・年度次・半期・四半期

　実数・指数累積データ

■毎月勤労統計調査について

■最新の概況

■最新の結果表

■共通事業所データ

■年報

■その他

※「■（参考）令和３年12月以前に公表した結果等）」や「■令和６年の賃金・労働時間等の

　前年比の算定等に用いる参考値」などを配下に置く予定。）

　夏季賞与

　年末賞与

・

・

・

　現在の指数の基準値表

■本系列データ

　実数・指数累積データ

　実数原表・実数推計等

　毎勤原表の見方



公表方法等に関する各種指摘及び対応案③
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指摘内容 対応案

• 令和６年１月のベンチマーク更新において、増減率につ
いてはベンチマーク更新の影響を除く処理を行ったが、
指数についてはそのような処理を行わなかった。その結
果、指数と増減率との間に不整合が生じている。

• 指数と増減率との間の不整合を解消するため、現在公表してい
る増減率をもとに、令和６年以前の指数と接続させた参考値を
作成することとしてはどうか（※２）。

• なお、平成30（2018）年のローテーション・サンプリング導
入以降の推計方法に一貫性を持たせる上で、それ以前のベンチ
マーク更新時の取扱いの変更も考えられるが、この場合、公表
済みの過去分の増減率にも改訂が生じる。

• 令和６年１月のベンチマーク更新時の処理（※３）により、
一般労働者は増加、パートタイム労働者は減少している
が、パートタイム労働者比率は上昇。

• 一般・パート別の雇用について、パートタイム労働者比率の推
計方法と整合的となるよう、伸び率の算出方法を変更してはど
うか（※４）。

• 毎月勤労統計には、従前よりサンプル替えに伴う下方修
正の断層が見られる。断層を補正した計数の作成を含め、
利用者利便に配慮した情報発信にも取り組むべき。

• 断層補正を行った「総雇用者所得」（一人当たり名目賃金を含
む）は内閣府が既に作成・公表。統計ユーザーが加工指標の開
発を行う際、必要な情報が得られやすくなるよう、現体制で改
善可能なものについては、引き続き、情報提供の充実に努める
こととしてはどうか（※５）。

（※２）ただし、更なる系列の乱立を招くことにならないか検討が必要。
（※３）就業形態別労働者数の数値にはベンチマーク更新の影響を含む一方、パートタイム労働者比率の前年差はベンチマーク更新の影響を除去していること

による。
（※４）見直し後の具体的な推計方法については、今後のワーキンググループにて提示する。
（※５）毎月勤労統計調査において断層を補正した指数を作成する場合、①前回の抽出時点まで遡り断層を補正する改訂（三角修正）、②断層分を加算して

将来値が算出されるよう基準値を補正する改訂（平行移動）等が考えられる。①の場合、過去の増減率が変わることで利用者に混乱を与える可能性、
②の場合、サバイバル・バイアスが将来にわたり積み上がる可能性があり、見直しには慎重な検討が必要。

詳細は７、８頁を参照

詳細は９頁を参照

集計方法に関する指摘と対応案



新たに作成する参考系列（賃金・労働時間）
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• ベンチマーク更新を行うと、平均賃金や平均労働時間を求める際の加重平均に用いる母集団労働者数が変更されるため、ベ

ンチマーク更新の前後で賃金・労働時間等に断層が生じる。

• 令和６年１月のベンチマーク更新では、その影響が極めて大きかったことから、①増減率の比較対象となる前年の値をベン

チマーク更新の影響を反映する形で再推計し（参考値） 、ベンチマーク更新後の水準を比較することで、②ベンチマーク更

新の影響を反映しない増減率を推計する方法に変更した。このため指数（補正せず接続）と増減率との間に不整合が発生。

ベンチマーク更新時の増減率の推計方法

イメージ図賃
金
等

ベンチマーク更新前の水準

ベンチマーク更新後の水準（参考値）

ベンチマーク更新後の水準

変更後の公表方法の伸び率

従来の公表方法の伸び率

（ベンチマーク更新時の前年） （ベンチマーク更新時）

令和5年1月 令和6年1月

✓ベンチマーク更新後の母集団労働者数の加重

平均を用いて、前年分の賃金等を参考値とし

て再集計。

✓この値（参考値）と当年の値（ベンチマーク

更新後の値）から伸び率を算定する。

✓伸び率はベンチマークの影響を除いたものに

なっているが、賃金等の指数は変更しないた

め、伸び率が指数から計算できないという不

整合が生じる。



新たに作成する参考系列（賃金・労働時間）
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• ベンチマーク更新に伴う指数と増減率との間の不整合を解消する方策として、増減率をもとに、令和６年以前の指数と接続

させた指数を新たな参考系列として作成することが考えられる。このようにして作成された参考系列の指数で増減率を計算

すると、公表値の増減率と一致する。

• 新たな参考系列は、現行の増減率に沿った令和６年１月以降の指数を別途推計。

ベンチマーク更新時の増減率の推計方法 きまって支給する給与の動き

（注）調査産業計、規模５人以上。

イメージ図賃
金
等

ベンチマーク更新前の水準
（現行指数）

ベンチマーク更新後の水準（参考値）

ベンチマーク更新後の水準
（現行指数）

（ベンチマーク更新時の前年） （ベンチマーク更新時）

令和5年1月 令和6年1月
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新たな参考系列 現行指数

（注）増減率は現行系列に同じ。

新たな参考系列



就業形態別雇用指数の推計方法
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• 常用雇用指数は、ベンチマークとなる全数調査が存在するため、それを利用して数値を滑らかに遡及改訂しており、就業形

態別雇用指数も、これと整合的となる接続を実施。一方、パート比率は、ベンチマーク更新の影響が増減差に反映しない処

理を実施。このため、就業形態別雇用指数とパート比率には不整合が生じている。

• 就業形態別雇用指数の伸び率は、令和９年１月のベンチマーク更新以降、賃金・労働時間と同様の処理を行うこととしては

どうか。

常用雇用指数の遡及改訂

H26.6月末 H28.5月末

H26経済センサス

－基礎調査

H28経済センサス－

活動調査

ベンチマーク更新により、常用労働者数（実数）は変動

Ｒ3.5月末

R3経済センサス

－基礎調査

Ｒ6.5月末

R6経済センサ

ス－基礎調査

R4.1月 R6.1月H30.1月 R9.1月

常用労働者数（実数）の推移

常用雇用指数（令和９年１月分確報以降公表分）

ベンチマーク

常用雇用指数（令和９年１月分速報まで公表分） 令和９年1月母集団労働者数

就業形態別雇用指数の推計方法

従来の方法

• 全体の常用雇用指数と整合性をとるため、集計区分ごとに、

就業形態計の改訂幅と同じ率による改訂を実施。

• 一方、パート比率の増減差には、ベンチマーク更新の影響

が反映されないため、両者の動きに不整合が生じる。

令和９年１月以降の推計方法

• 増減率は、ベンチマーク更新の影響が反映されない推計方

法とする。これにより、就業形態別雇用指数とパート比率

の推計方法が整合的となる。
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